
　 　

＜１．基本事項＞

～

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

平成31年度　事務事業評価シート [平成30年度事後評価]
整理番号 340

部　局　名 議会局 所 属 名 議会総務課 所 属 長 清水　克士

事務事業名 01222 政務活動事業 記 入 者 小澤　吉輝

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

地方自治法、政務活動費
交付条例・交付規則・交
付規程

方針 03 安心、快適に住み続けることのできる活力のあるまちを創ります

政策 05 徹底した行財政改革を進め、確かな都市経営を進めます

施策 01 行財政改革の強化と持続可能な都市経営
関連する
個別計画

該当なし

視点 01 行財政改革と効率的な行財政運営の継続

重事 02 行政経費の適正化

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

一般会計 特定 評価対象事業 政務活動費 平成13年度

事業の
概  要

地方自治法及び大津市議会政務活動費交付条例等に基づき、大津市議会議員の調査研究に資するために必要な経費の一部と
して、議会における会派に対し、月額７０，０００円に所属議員数を乗じた額を上半期及び下半期の２回に分けて交付して
いる。

運 営 方 法

目　　的 地方自治の本旨に基づき、議員の調査活動の基盤を強化する。

（何のために）

対　　象 会派議員

（何又は誰を）

手　　段 研究会・研修会への参加及び開催、先進地視察や行政課題地域調査、参考図書・資料の購入、議会活動報告等の
情報発信に要する費用の一部を補助する。

（どのようなやり方で）

成　　果 中核市にふさわしい議会として、さらなる議会の活性化及び市民に開かれた議会運営を実現する。

（どのような状態にするのか）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度
備　　　考

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 25,215 24,934 23,270 31,850 31,920 平成２５年度より改正自治法によ

人 件 費 Ｂ 3,888 4,100 4,100 4,100 4,100 り政務活動費に名称が変更された

事業費合計 Ａ＋Ｂ 29,103 29,034 27,370 35,950 36,020

事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県 0 0 0 0 0

0

起　債 0 0 0 0 0

29,034 27,370 35,950 36,020

その他 0 0 0 0

職　員　数　(人) 0.48 0.50 0.50 0.50 0.50

一般財源 29,103

職員数
の内訳

正　規 0.48 0.50 0.50 0.50

臨　時 0.00 0.00 0.00

0.50

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

活
動
指
標

1

政務調査費交付額
千円

目標 31,920 31,920 31,920 31,850 31,920

実績 25,215 24,934 23,270 - -

金額（１人当たり月額７万円）

2

交付対象者数
会派

目標 8 8 9 12 12

実績 8 8 12 - -

毎年度毎に交付した会派数

成
果
指
標

1

執行率
％

目標 80 70 70 70 70

実績 79 79 75 - -

交付決定額分の実績額

2

目標

実績



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

事業を取りまく
社会環境の状況

富山市議会における政務活動費不正受給事件以降、政務活動費に関する市民の関心が高まっている。

これまでの見直し
や改善等の経過

平成２７年４月の大津市議会基本条例施行に伴い、政務活動費取扱要綱を廃止し、政務活動費交付規程に整理・
再編した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 大津市議会議員としての調査研究その他の活動に資するための必要な経費の一部に充てる
ため政務活動費を交付することは地方自治法の趣旨に合致するものである。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 行政課題調査、先進地視察、各種研修会への参加等により、議員の資質向上を図ることが
でき、それらの成果を本会議における質疑・一般質問や議案審議にも役立てており、議会
の活性化に資している。さらに、その成果を会派広報紙等を通じて市民に発信すること等
により、市民の知る権利を充足することにもつながっている。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 各会派とも先進地視察、各種研修会への参加経費等として執行し、本会議における質疑・
一般質問や議案審議にも役立てるなど、効果は高い。また、中間審査を実施し、不適切な
執行を未然に防止するとともに、より効率的な執行を実施している。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 政務活動費は議員の調査活動の基盤強化を目的とするものであり、市政運営における議会
としての機能を十全に果たすことに大きく貢献している。併せて、市民への説明責任の観
点から政務活動費に係る書類を公開し、透明性を確保することにより、開かれた市政運営
にも寄与している。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

方 向 性
適宜、運用マニュアルを改訂し、政務活動費の適正な支出、運用に対する意識向上に努める。また、更なる透明化を目
指し、平成２７年度分から収支報告書に加え、収支伝票（領収証等を含む。）、視察結果報告書等をホームページにお
いて公開しており、これを継続する。

部 局 長
コメント

議会における政策立案機能向上のためには、調査能力の向上が前提となる。そのためには、政務活動費を活用した積極
的な調査研究が求められるが、同時にその執行にあたっては市民への説明責任が伴うことから、今後もより徹底した透
明性の確保に努める。

区　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

目　標
達成率

指標１ 98.75 112.85 107.14

指標２ - - -

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 -5.06

指標２ -

活動単位
コ ス ト

指標１ 1 1 1

指標２ - - -

成果単位
コ ス ト

指標１ 368 367 364

指標２ - - -

コスト増減率 - -0.23 -0.70


